
令和 4 年度

委託担当

　南部下水道センター　資源化担当

担当者

電話 ７７４－０８４８

令和　４年　４月　１日から令和　10年　３月　31日まで

期限　令和　　年　月　日　まで

　　確定契約 　　概算契約

－　１　－

横　浜　市　環　境　創　造　局

包括的に委託するものである。

６ 現 場 説 明 　　不要

　　 要 （　　月　　日　　時　　分、場所　　　　　　　　　　）

７ 委 託 概 要 　南部汚泥資源化センターを管理運営するため、施設管理業務を

又 は 期 限

４ 契 約 区 分

５ その他特記事項 なし

設　　　計　　　書

１ 委 託 名 南部汚泥資源化センター包括的管理委託

２ 履 行 場 所 南部汚泥資源化センターほか

３ 履 行 期 間

受　付
番　号

種目番号

連絡先

－



８　部分払 　　する　（ 72 回以内）
　　しない

履行予定月

令和４年４月～
令和10年３月 72

\

内　訳 \

\

横 浜 市 環 境 創 造 局

－　２　－

消費税及び地方消費税相当額

委　託　代　金　額

業務価格

金　　額

施設運転管理 回

業務内容 数　量 単位 単価



内　訳　書

名　　称 形状寸法等 数量 単　価 金    額 摘        要
（円） （円）

運転管理業務費 1 式

軽微な修繕費 1 式

直接業務費

直接経費 1 式

間接業務費 1 式

業務原価

諸経費 1 式

業務価格

1 式

委託代金額

 横 浜 市 環 境 創 造 局

単位

―　３　―

第１号内訳書のと
おり

消費税及び
地方消費税相当額



第１号内訳書　直接経費

名　　　称 形状寸法等 数  量 単    価 金    額
（円） （円）

送泥点検車 1 式

ショベルローダ 1 式

管理情報装置 1 式

燃料費 1 式

光熱水費 1 式

高分子凝集剤 1 式

高分子凝集剤 1 式

ポリ硫酸第二鉄 1 式

その他の薬品費 1 式

油脂費 1 式

材料費 1 式

備・消耗品費 1 式

運営管理費 1 式

計（直接経費）

 横 浜 市 環 境 創 造 局

―　４　―

分離液処理脱水供給汚
泥固形物量4,500DST/
年に対する使用量

内　訳　書

単位 摘      要

機械濃縮設備・
脱水設備用

分離液処理脱水
設備用

受泥固形物量
40,000DST/年に対する
使用量

分離液処理脱水供給汚
泥固形物量4,500DST/
年に対する使用量
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                     令和 元年 ７月 31日 

 

委 託 仕 様 書 

 

   第１章 総則 

 （総則） 

第１条 委託者横浜市が受託者に委託する業務（以下「委託業務」という。）については、委託契約

書等に定めるもののほか、本仕様書に従い、委託業務履行に際し関係する法令を遵守して、これを

履行しなければならない。 

 

   第２章 共通仕様 

 （提出書類） 

第２条 受託者は、遅滞なく次の書類を作成し、委託者の指定する職員（以下「立会職員」とい 

う。）に提出しなければならない。 

 提   出   書   類 提  出  期  限 部 数  

 (1) 委託業務着手届出書 

契約締結後５日以内（休日を除く） 各１部 

 

 (2) 委託代金内訳書  

 (3) 工程表  

 (4) 現場責任者・業務従事者選定通知書  

 (5) 委託組織表  

 

２ 受託者は、委託者の関係職員と委託業務について打合せを行った後、次の書類を作成し、立会職

員に提出しなければならない。                                                             

 提   出   書   類 提  出  期  限 部 数  

 (1) 打合せ議事録（Ａ４版） 
打合せ後遅滞なく 各１部 

 

 (2) 業務実施計画書（Ａ４版）  

 

３ 受託者は、業務委託履行中次の書類を作成し、立会職員に提出しなければならない。           

 提   出   書   類 提  出  期  限 部 数  

 (1) 委託業務日報（Ａ４版） 毎日作業終了後 １部  

 

 

 

(2) 委託業務写真（必要に応じて） 

  サービス判、カラー写真でアルバムとじ 

込み（ネガフィルム又は電子媒体を含む。） 
完了検査前 各１部 

 

 

 (3) 成果報告書  

 

 （使用許可申請書） 

第３条 受託者は、業務委託の実施に当たり、火気、電気等を使用する場合は事前に使用許可申請書

を立会職員に提出し、委託者の同意を受けなければならない。ただし、委託者が必要でないと認め

た場合は、この限りではない。 

 

 （検査） 

第４条 受託者は、委託業務が完了したとき（履行済み部分に係る委託業務完了を含む。）は、次の
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書類を立会職員に提出し、委託者が指定する検査員の検査を受けなければならない。             

 

 提  出  書  類 提   出   期   限 部 数  

 委託完了届出書 委託業務完了のとき １部  

 履行済部分に係る委託完了届出書 履行済み部分に係る委託業務完了のとき １部  

 

 （支払） 

第５条 受託者は、前条の検査に合格したときは、次の書類を立会職員に提出し、委託代金の支払を

請求するものとする。                                                                 

 提  出  書  類 提  出  期  限 部 数  

 
請求書 

完了検査合格後 １部  

 履行済み部分の検査合格後 １部  

 

 （安全衛生管理） 

第６条 受託者は、安全衛生管理に努め、別に定める環境創造局下水道施設部下水道施設管理課発行

の「水再生センター及び汚泥資源化センター工事等安全衛生基準」に掲げる事項を周知徹底しなけ

ればならない。 

 

 （個人情報の保護） 

第７条 受託者は、この契約による事務を処理するために個人情報を取り扱う場合には、その取り扱 

いについて、横浜市個人情報の保護に関する条例に基づく「個人情報取扱特記事項」を遵守しなけ 

ればならない。 

２ 受託者は、この契約による事務を処理するために個人情報を取り扱う場合には、「個人情報取扱

特記事項」(https://www.city.yokohama.lg.jp/business/nyusatsu/youshiki/kankyo/template.ht 

ml)を遵守し、業務着手にあたっては「個人情報特記事項」に基づく研修を実施し、個人情報保護

に関する誓約書及び研修実施報告書を提出すること。 

 

 （電子計算機処理等の契約に関する情報取扱事項） 

第８条 受託者は、電子計算機処理等の事務を行う場合には、「電子計算機処理等の契約に関する情 

報取扱特記事項」(https://www.city.yokohama.lg.jp/business/nyusatsu/youshiki/kankyo/templ 

ate.html)を遵守しなければならない。 

 

 （業務遂行時に発生する副産物の処分） 

第９条 受託者は、業務の遂行に伴い発生する副産物（交換部品等）を委託者の指定場所に置くこと。 

 

 （横浜市グリーン購入の推進に関する事項) 

第10条 受託者は、業務の遂行にあたり、「横浜市グリーン購入の推進に関する基本方針」に記され

た内容を十分に理解し、これを推進すること。 
なお、「横浜市グリーン購入の推進に関する基本方針」及び、(別記)「特定調達物品等」の各種資

料は横浜市ウェブページを参照のこと。 
(横浜市グリーン購入の推進 https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/machizukuri-kankyo/ondanka 

/etc/shiyakusho/green.html) 

 

 
 

https://www.city.yokohama.lg.jp/business/nyusatsu/youshiki/kankyo/template.ht
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第３章 特記仕様 

 

（目的） 

第 11 条 本特記仕様書は、南部汚泥資源化センターの運転管理業務について､性能発注に

基づく包括的な管理による適正な運転と所期の維持管理水準を確保する事を目的とし、

必要となる事項を定めたものである。 

 

（履行場所） 

第 12 条 本業務委託の履行場所は、次のとおりである。 

施設名称 住所 

南部汚泥資源化センター 金沢区幸浦一丁目９番地 

送
泥
施
設 

中部水再生センター 中区本牧十二天１番 1 号 

南部水再生センター 磯子区新磯子町３９番地 

磯子ポンプ場 磯子区磯子二丁目２９番１９号 

金沢水再生センター 金沢区幸浦一丁目１７番地 

西部水再生センター 戸塚区東俣野町２３１番地 

栄第一水再生センター 栄区小菅ケ谷二丁目５番１号 

栄第二水再生センター 栄区長沼町８２番地 

送泥管 上記所在地を連絡する敷設場所 

 

（業務の範囲） 

第 13 条 委託者は、別紙に記載された対象施設（以下「本件施設」という。）の運営（以下

「本件業務」という。）を委託し、受託者はこれを受託する。 

２ 受託者の業務範囲は以下の各号に記載された業務及びその他別紙に記載された業務と

する。 

(1) 本件施設の運転操作及び監視業務。 

(2) 本件施設の維持管理業務。 

(3) その他、別紙に規定する業務。 

３ 受託者は、本契約書、落札者決定基準、及び、業務提案書で定められた範囲内におい

て、受託者の責任の下、人員配置、運転方法、使用機材、消耗品などを決定し委託者に

届けなければならない。 

 

（現場責任者） 

第 14 条 受託者は、業務の現場責任者を選任し、委託者に届けなければならない。現場責
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任者の職務は、次のとおりとする。 

(1) 現場の最高責任者として、従業員の指揮、監督を行うこと。 

(2) 本契約等に定められた、業務の目的、内容を十分に理解して業務にあたること。 

(3) 適切な現場運営のための管理体制等を定め、委託者と調整を図るものとする。 

 

（運営期間及び業務準備期間） 

第 15 条 運営期間は、令和 4 年 4 月 1 日（以下「運営開始日」という。）0 時 00 分から令

和 10 年 3 月 31 日（以下「運営期間満了日」という。）24 時 00 分までとする。 

２ 令和４年 1 月１日から運営開始日の前日までを業務準備のための期間（以下「業務準

備期間」という。）とし、受託者の費用により業務開始のための準備を行うものとする。 

３ 受託者は、業務準備期間内において、業務開始に向けた組織体制の確立、人員配置、

必要な研修等を実施すること。 

 

（施設機能の確認） 

第 16 条 受託者は、委託者が配布した施設機能報告書の内容が、本件施設の状況と一致し

ていることを確認する。 

２ 受託者は契約後、委託者に対して本件施設の状況が施設機能報告書に一致していない

ことを主張できないものとする。ただし、本件施設の状況と施設機能報告書に不一致が

存在すること、及び、当該不一致を本契約締結前に発見することが著しく困難であった

ことを、受託者が証明した場合を除く。 

３ 前項ただし書きの場合、委託者は、受託者と協議し、速やかに必要な措置を講じるも

のとする。 

４ 施設機能報告書は、業務実施中に得られた新規情報や知見等を踏まえ常時更新等を行

い、内容の充実に努めること。 

５ 委託者は、必要に応じて施設機能報告書を閲覧し、また、受託者に対して内容の説明

を求めることができる。 

６ 受託者は、委託期間終了の 90 日前までに施設機能報告書を書面及び電子情報で委託

者に提出するものとする 

 

（事業実施計画等） 

第 17 条 受託者は、自らの責任のもと、運営開始日の 30 日前までに、受託者の費用によ

り、本契約等に記載された条件を満たす事業実施計画を作成し、委託者に提出するもの

とする。事業実施計画には別紙に記載した事項を記載しなければならない。 

２ 受託者が事業実施計画の変更を希望する場合、受託者は、変更理由及び変更内容を委

託者に提出し、協議するものとする。 

３ 受託者は、各継続年度の年度計画を作成し、次年度開始日の 30 日前までに、委託者に

提出するものとする。 

４ 受託者は、契約締結後すみやかに、業務準備期間中の施設への立ち入りや書類の確認

等の計画を作成し、委託者に提出するものとする。 

 

（許認可の取得等） 

第 18 条 受託者は、法令上資格を有するものが実施すべき業務にあたっては、それぞれ必

要な資格を有するものに担当させるものとする。必要な有資格者及びその人数は別紙の

とおりである。 

２ 受託者は、委託者から、本件業務を遂行するために必要な事務室等の使用許可を取得
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するものとする。 

３ 前項のほか、受託者は、本件業務の実施に必要なその他の許認可等を、受託者の責任

と費用により取得して使用する。 

 

（運転管理基準） 

第 19 条 受託者は、汚泥処理を実施するにあたり関連法規を遵守するとともに、次に定め

る基準に適合させて継続的に処理する義務を負う。 

消化ガスの硫化水素除去 硫化水素 脱硫設備出口で検出されないこと 

ガス発電設備排出ガス ＮＯｘ 300ppm 以下 

焼却炉排出ガス濃度等 

炉内温度 850℃以上 

ＳＯｘ  30ppm 以下 

ＮＯｘ  50ppm 以下 

ばいじん 0.02g/N ㎥以下 

塩化水素 15mg/N ㎥以下 

水銀   50μg/ N ㎥以下 

焼却灰・洗砂利 埋立処分に係る判定基準（総理府令第５号他）のとおり 

分離液処理施設処理水 

（月平均として） 

ｐＨ  6.0 以上 8.0 以下 

ＳＳ  60 mg/L 以下 

ＣＯＤ 60 mg/L 以下 

Ｔ－Ｎ 30 mg/L 以下 

Ｔ－Ｐ 20 mg/L 以下かつ週平均として 40 mg/L 以下 

分離液処理施設処理水については、運転管理基準の他に自主目標値を設定し、これを

超えない運転管理を目指して、処理対策を行うなどの早期対応を図ること。 

設備が更新された場合は、設計値を基準として運転管理基準について委託者と受託者

とで協議を行い、別途定めるものとする。 

やむを得ず池を休止する等、通常運転とは異なる運用を行う場合には、委託者と受託

者とで運転管理基準等の協議を行うものとする。 

 

（本件施設の環境計測及び改善措置） 

第 20 条 前条に定める運転管理基準を満たしていることを確認するため、別紙に基づきそ

れぞれの費用負担にて計測を行う。 

２ 受託者は、計測の結果、基準値に違反した場合、または継続的な汚泥処理に支障が生

じる恐れがある場合は、速やかに委託者に報告するとともに改善運転計画書を提出し、

確認を受けるものとする。 

３ 委託者は、計測の結果、基準値を満たしていない場合、または継続的な汚泥処理に支

障が生じる恐れがある場合は、未達の内容を明示した上で、不可抗力を除き、受託者に

対して原因の分析を含む改善運転計画書の提出を求めることができる。受託者は、改善

運転計画書の提出を求められてから 7 日以内に改善運転計画書を委託者に提出し速やか

に確認を受けるものとする。 

４ 受託者は、確認を受けた改善運転計画書に従い、改善措置を実施する。 

５ 委託者は、必要と判断した場合、受託者に対して運転管理方法に関する指示書を交付

することができ、受託者は、原則として指示書に従って業務を行うものとする。 

６ 受託者が運転管理基準を遵守できなかった原因が、施設・設備の工事等によるもの、

受泥汚泥の性状悪化、異常な流入と認められた場合、または、設備機器の老朽化などに

よるものであることを、委託者と受託者とで合意した場合を除き、原因の究明、改善運
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転計画書の作成、及び、実施に係る費用は受託者が負担するものとする。 

 

（物品の調達及び管理等） 

第 21 条 受託者は、本件施設の運転に必要な燃料、薬品、油脂、材料､備消耗品等を必要に

応じて調達するとともに､その保管､整理等を適正に実施するものとする。ただし、調達

物品については、１品目の単価上限は概ね 100 万円とし、これを大きく超えるものは別

途協議とする。 

２ 対象品目は別紙に記載のほか、パソコン・送泥設備点検車両・ショベルローダ等であ

る。 

３ 物品は適切な品質、規格のものを調達し、機器の運転等に影響が出ないようにする。 

４ 受託者は、調達物品の数量、金額等を記載した管理報告書を委託者に提出する。 

５ 燃料､薬品､油脂､材料､備消耗品の各々について、運営に必要な年間の調達量、費用に

ついて本契約に含め､原則として金額変更は行わないこととする。ただし、高分子凝集剤、

ポリ硫酸第二鉄については、当初の想定外の理由により流入汚泥の予定量に対し､±

2.5％を超える変動が発生した場合は､年度末において費用の調整を行うものとする。流

入汚泥の予定量は、受泥汚泥固形物量 40,000 トン／年（横浜市の算定方式による）及び

分離液処理脱水供給汚泥固形物量 4,500 トン／年（横浜市の算定方式による）とする。 

これらの費用の調整に当たっては、受泥汚泥固形物量と分離液処理脱水固形物量を総

合して算出するものとする。 

 

（電力、光熱水等の調達及び管理等） 

第 22 条 委託者は、本件施設の運転に必要な電力を必要に応じて調達し、受託者は、委託

者から電力等の供給を受け、受託業務を実施する。 

２ また、水道及び都市ガス（「下水汚泥燃料化事業」分を除く）について、運営に必要な

年間の調達量、費用について本契約に含め､原則として金額変更は行わないこととする。 

３ 受託者は、業務実施のために消費した電力量、都市ガス量及び水量を委託者に指定さ

れた設備を用いて計測し毎月の使用量を委託者に報告する。 

４ 受託者は、本件施設の運転に必要な電力、都市ガス、水道等の各々について、毎年１％

程度を目標に削減の計画を立て努力するものとする。なお、前年を大きく上回った場合

は、受託者は、原因を究明し、改善案を委託者に提出することとする。 

 

（軽微な修繕等の実施） 

第 23 条 受託者は、本件施設の運転を円滑に実施するため、Ｖベルト・圧力計・ヒューズ・

バルブ類・軸受等の交換・塗装のほか、別紙に示す維持管理上必要となる軽微な修繕、

または突発的に発生する緊急修理等を実施するものとする。実施内容及び結果について

委託者に報告する。 

２ 本業務は、受託者が材料等を手配し主体的に行うことを原則とするが、特殊な部品の

調達や専門的知識等を要する場合は外注も可能とする。外注により軽微な修繕を実施す

る場合、受託者の責任において業者を指導監督し、修繕等を実施する。 

３ 外注による場合は、１件あたりの金額の上限を概ね 200 万円（税別）とし、これを大

きく超えるものは別途協議とする。また、年間総額は 3,500 万円（税別）とする。 

４ 汚泥処理に大きな影響を与える故障については、委託者と受託者で協議し、速やかに

応急処置を実施するものとする。 

５ 本費用は本契約に含め、原則として金額の変更は行わないこととする。 
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（運営管理業務） 

第 24 条 受託者は、本件施設の運転を円滑に実施するため、別紙に示す維持管理上必要と

なる各種業務について適切に履行する。 

２ 実施に当たっては､機器の運転状況等管理形態を詳細に検討し、的確な履行が達成さ

れるよう計画すること。また、上記については受託者または委託者から協議できるもの

とする。 

３ 本業務において受託者がそれぞれの専門業者に外注して実施する場合は、受託者の責

任において業者を指導監督し、実施結果について委託者に報告し、確認を受けなければ

ならない。 

４ 本費用は本契約に含め、原則として金額の変更は行わないこととする。 

 

（更新等の必要性に関する報告） 

第 25 条 本件施設において、設備の更新または補修の必要が生じた場合、受託者は、委託

者に対し、補修または更新が必要である設備の現況及びその理由を速やかに書面により

報告するものとする。 

 

（業務の報告） 

第 26 条 受託者は、本件施設の点検及び作業等について、別紙に示す日誌類を作成する。 

受託者は、委託者から請求があった場合、速やかに委託者に提出するものとする。 

２ 受託者は、月報及び年報を作成し、委託者に提出する。月報及び年報に記載すべき事

項は別紙によるものとし、様式は、受託者の提案に基づき、委託者が承諾するところに

よる。 

３ 委託者は、日誌、月報及び年報の内容について、受託者に説明を求め、また、必要な

範囲で、受託者が本件業務に関し所持しているその他の資料の提出を求めることができ

る。 

４ 受託者は善良な管理に務め、事故・故障・誤操作等があった場合は速やかに委託者に

報告し、対処すること。 

 

（部分検査） 

第 27 条 委託者は、当該月の受託者の履行を確認するため、当該部分の部分完了検査を次

のとおり実施する。 

(1) 書類検査 

(2) 検査員の指示する事項 

２ 部分完了検査後、委託者は部分払いの基準に基づく額を受託者に支払う。 

 

（引継事項） 

第 28 条 受託者は､新たに施設の運転管理を行う者に対し､別紙に規定する施設機能報告書

を交付することを認め、また新たに施設の運転管理を行う者が施設機能報告書に関して

質問をしたときは、適切に回答しなければならない。 

 

（委託者による汚泥処理状況の監視､立入り検査） 

第 29 条 委託者は、随時、自らの費用で、自らまたは本項に基づく検査の適切な実施のた

めに必要な技術力等を有すると認めた機関に委託することにより、汚泥処理状況の監視

その他環境計測を行うことができるものとし、受託者は試料採取を行うほかこれに協力

するものとする。ただし、委託者は受託者の業務に支障が生じないよう努めなければな
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らない。 

２ 委託者は、随時、自ら、または、本項に基づく検査の適切な実施のために必要な技術

力等を有すると認めた機関に委託することにより、施設の機能について検査を行うこと

ができるものとし、受託者はこれに協力する義務を負う。ただし、委託者は受託者の業

務に支障が生じないよう努めなければならないものとする。 

３ 委託者(委託者から委託を受けた機関を含む)は、前項の施設機能の検査または受託者

の業務遂行状況について監視を行うために、受託者に通知をした上で施設へ立ち入るこ

と、また、適宜受託者に説明を求めることができるものとし、受託者は、これに協力す

るものとする。 

 

（受託者の債務不履行への対応） 

第 30 条 委託者は、受託者の業務が、本特記仕様書、別紙等に規定する水準を満たしてい

ないと判断される事象が発生した場合、受託者に改善を求めるとともに、必要な場合、

業務改善計画書の提出を求めることができる。 

２ 受託者は、前項の改善を求められた日から 14 日以内（委託者が別途期日を指定した場

合は当該期日まで）に改善措置を行うものとする。 

３ 委託者は、受託者による改善が十分になされていないと判断した場合、再度改善を求

めることができる。 

 

（回復措置請求） 

第 31 条 第 29 条に規定する施設機能の評価の結果、第 13 条に規定された維持管理がなさ

れていないと委託者が判断した場合、委託者は、違反内容を明示した上で、受託者に対

して改善計画書の提出を命じることができる。受託者は、改善計画書の提出を命じられ

てから 21 日以内に改善計画書を委託者に提出し、委託者の確認を受けるものとする。受

託者は確認を受けた改善計画書に従い本件業務を行うものとする。 

２ 委託者は、前項の期限内に受託者が改善計画書を提出しない場合（改善計画書により、

指摘された違反内容を是正することができないと認められる場合を含む）、または､改善

計画書どおりに本件業務が行われていない場合、求める措置の内容とその理由を記載し

た書面により、受託者に施設機能の回復に必要な措置を受託者の負担により行うことを

請求することができる(以下｢回復措置請求｣という。)。 

３ 受託者は、回復措置請求の全部または一部に不服がある場合、委託者に対し、前項の

書面の交付を受けた後 14 日以内に不服の内容を記載した書面を提出することにより、

回復措置請求の全部または一部の撤回を求めるものとする。 

４ 委託者は、前項の書面を受領した後 14 日以内に、受託者に対して、回復措置請求を撤

回するか否かを書面により通知するものとする。 

５ 前項により撤回をしない旨の通知がなされた場合、受託者及び委託者はそれぞれの主

張の根拠となる資料を前項の通知の日から 14 日以内に相手方に対して提出するものと

する。 

６ 前項によっても意見が一致しない場合、委託者及び受託者は、専門家による仲裁を請

求することができる。仲裁人は、委託者及び受託者と利害関係を有せず、かつ本件業務

について十分な知識を有するものの中から、委託者及び受託者が１名ずつ選任し、選任

された仲裁人が協議により更に１名を選任する。仲裁は、３名の仲裁人による多数決に

より行うものとする。仲裁に要する費用は自らが選任した仲裁人については各自が負担

するものとし、仲裁人により選任された仲裁人については、その主張が認められなかっ

た当事者が負担するものとする。 
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７ 前項による仲裁の結果は、両当事者を拘束するものとする。 

８ 委託者は、公共の利益のためにやむを得ない事情があると考える場合、本条第３項か

ら第５項に規定された手続きがなされ、または、本条第６項による仲裁がなされている

期間においても、回復措置請求を遵守するよう受託者に命じることができる。ただし、

本条第３項から本条第５項に規定する手続きにより回復措置請求が不適切であったこと

が判明した場合、または、本条第６項による仲裁により回復措置請求が不適切であった

と判断された場合、委託者はこれによって受託者に生じた損害を賠償するものとする。 

 

（損害賠償等） 

第 32 条 受託者の責めに帰すべき事由により、次の各号のいずれかに該当する事由が生じ

た場合、受託者は委託者に対して、以下の事由により生じた損害を賠償する責任を負う

ものとする。 

(1) 受託者の責めにより第 19 条に定める基準に適合した運転管理が満たされていない

場合。 

(2) 第 13 条に規定された維持管理が適切になされないため、本件施設の管理運営に重

大な支障が発生した場合。 

(3) 前各号の他、受託者の本契約の規定への違反その他受託者の責めに帰すべき事由に

より、委託者に損害が生じた場合。 

２ 委託者の責めに帰すべき事由により、委託者の本契約の規定への違反、その他委託者

の責めに帰すべき事由により、受託者に損害が生じた場合、委託者は受託者に対して、

損害を賠償する責任を負うものとする。 

３ 受託者の提出した業務提案書に記載の内容を委託者側でモニタリングし、提案が達成

されなかったときは、自然災害等の不可抗力により達成されない場合を除き、受託者は

委託者の指定する期間内に次の式により算出した違約金を支払う義務を負う。 

違約金（税抜き）＝Ａ×（１－Ｂ２／Ｂ１） 

Ａ：入札価格から算出される年間の本委託費 

Ｂ１：入札時の業務提案書に基づく質に関する評価点 

Ｂ２：業務提案書の内容が達成できなかった場合の質に関する評価点 

計算の過程（Ｂ２／Ｂ１）では、小数点以下第４位未満を切り捨てるものとする。 

４ 受託者の責めに帰すべき事由により第三者に損害が生じた場合、受託者は当該第三者

に対してその損害を賠償する義務を負う。受託者の責めに帰すべき事由により委託者が

第三者に対して損害賠償義務を負う場合、委託者は受託者に対して求償権を行使するこ

とができる。 

５ 委託者の責めに帰すべき事由により第三者に損害が生じた場合、委託者は当該第三者

に対してその損害を賠償する義務を負う。委託者の責めに帰すべき事由により受託者が

第三者に対して損害賠償義務を負う場合、受託者は委託者に対して求償権を行使するこ

とができる。 

 

（責任限度） 

第 33 条 受託者が委託者に支払うべき違約金及び損害賠償金は、当該年度の契約金額の 10

分の１を上限とする。ただし、以下の費用については責任限度を設けない。 

(1) 受託者の故意または重過失により損害が生じた場合。 

(2) その他に除外理由がある場合。 

 

（委託者による契約解除） 



- 10 - 

 

第 34 条 委託契約約款第 36 条第１項に定めるほか、受託者について、以下のいずれかに該

当する事由が発生した場合､委託者は､受託者に対する通知により直ちに契約を解除する

ことができる。 

(1) 第 13 条に規定された維持管理がなされていないと委託者が判断した場合。 

(2) 第 31 条に基づく回復措置請求に正当な理由なく従わない場合。ただし､受託者によ

る不服の申し立てにより同条第３項から第５項に規定する手続きがなされている期間

及び同条第６項による仲裁がなされている期間においては､同条８項による請求がな

された場合を除き､回復措置請求に従わないことを理由に解除することはできない。 

(3) 第 36 条に違反した場合。 

(4) 第 30 条第３項により再度改善を求めたにも関わらず改善の見込みがないと、委託

者が合理的に判断した場合。 

(5) 前各号のほか受託者が本契約の規定に違反し、委託者が是正を催告したにもかかわ

らず、催告した日から 14 日以内に違反が是正されなかった場合。 

(6) 破産の申し立てをした場合､または､第三者により破産の申し立てがなされ､破産宣

告がなされた場合。 

(7) 民事再生手続開始、会社更生手続開始、会社整理開始、特別清算開始若しくはその

他法的倒産手続きの開始の申し立てをした場合､または、第三者によりこれらの手続

きの開始の申し立てを受けこれらの手続きが開始された場合。 

(8) 小切手または手形の不渡りがあった場合（ただし、２号不渡りを除く）。 

(9) 本項第４号から第６号に準ずる信用状況の悪化が認められる場合または本契約等に

基づく業務が困難であると合理的に認められる場合。 

２ 第１項の規定にかかわらず､委託者は３ケ月前までに通知をすることにより､いつでも

本契約を終了させることができる。ただし、委託者は受託者に対し､年間の固定費の 10

分の１に相当する金額を本契約終了後 30 日以内に補償金として支払うものとする。 

３ 第 25 条の規定は本条の規定により契約が終了する場合に準用する。また、本条の規定

により契約が終了する場合､施設機能の評価を行う。施設機能の評価の結果、本件施設が

維持管理要求水準を満たしていないと委託者が判断した場合、委託者は、受託者に対し、

これらの条件を満たすために必要な措置を受託者の負担において行うことを受託者に対

して請求することができる。 

４ 前項による請求がなされた場合、第 31 条第３項から第７項の規定を準用するものと

する。 

 

（受託者による契約解除） 

第 35 条 受託者の責めに帰さない事由により、本件業務の遂行が不可能となった場合、受

託者は、委託者に対する通知により、契約を解除することができる。 

２ 前条第３項及び第４項の規定は本条の規定により契約が終了する場合に準用する。 

 

（表明及び保証） 

第 36 条 受託者は、委託者に対し、本契約締結日現在において、次の各号に掲げる事実を

表明し、保証する。 

(1) 受託者による本件業務の遂行が受託者に適用される一切の法令に違反しないこと。 

(2) 第 34 条第１項第５号から８号に規定する事由が生じていないこと。 

(3) 公租公課を滞納していないこと。 

(4) 本件業務の遂行に重大な悪影響を及ぼす恐れのある裁判手続または行政手続が、裁

判所または公的機関において提起または開始されておらず、また、受託者の知る限り
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において､その恐れが生じていないこと。 

(5) 委託者から指名停止の処分を受けていないこと。 

(6) 本契約に関し、受託者が委託者に対して提供した情報がその重要な点においてすべ

て正確であること。 

２ 委託者は、受託者に対し、本契約締結日現在において、次の各号の事実を表明し、保

証する。 

(1) 委託者が受託者に交付した書面が、重要な点においてすべて正確であること。 

(2) 議会の議決そのほか本契約の締結に必要な手続をすべて完了していること。 

３ 前２項に規定された事項に変更が生じた場合、相手方に対して直ちに通知するものと

する。 

 

（委託内容の変更） 

第 37 条 法令の変更、技術の革新、施設・設備の増減、その他の理由が生じたときは、委

託者または、受託者は委託内容の変更をすることができる。 

２ 前項に規定する委託内容の変更や変更日については、委託者と受託者が協議して定め

る。 

 

（委託費等の変更） 

第 38 条 委託費が合理的に推測される金額に比して著しく不適当となったとき、または

著しく不適当となることが合理的に予見される場合は、委託者または受託者は、委託費

の変更を請求することができる。 

２ 前項に規定する委託費の変更額や変更日等については、委託者と受託者が協議して定

める。 

 

（受託者の効率化の取り組みに対するインセンティブ） 

第 39 条 受託者は、本件施設の運転管理上の効率化に資する投資を伴う取り組みについて、

委託者に提案することができる。 

２ 委託者は、前項による受託者の投資を伴う取り組みにより、委託者が負担する費用が

縮減された場合、契約末日までにわたり、縮減額の 50%相当分を年度末の委託費に上乗

せして受託者に支払うものとする。ただし、受託者は、委託者が負担する費用が縮減さ

れた理由が受託者の投資を伴う取組に起因することを客観的なデータ等によって証明で

きた場合に限る。 

３ 第 1 項の投資は受託者が負担する。 

 

（不可抗力） 

第 40 条 暴風､洪水､高潮､地震､地滑り､落盤､火災､争乱､暴動､疫病、その他通常の予想を

超えた自然的もしくは人為的な事象であって、委託者及び受託者の責めに帰すことがで

きない事由により、本件施設の運営が著しく困難となった場合または本件施設に損傷を

及ぼす可能性が生じた場合、受託者は、委託者の指示に従うほか、施設への被害、業務

への影響を軽減するために合理的な努力を行う義務を負うものとする。これにより発生

する費用は、委託者の負担とする。ただし、受託者の故意または重過失によって要した

費用が増加した場合は受託者の負担とする。 

２ 委託者は、前項に規定する本件施設の損傷により、本件業務を行うことができなかっ

た期間の委託費については、受託者が契約を維持するために要した費用、及び履行の一

時停止に伴う増加費用について、受託者に支払うものとする。 
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３ 本件施設の損傷により委託内容を変更する必要がある場合、委託者は、必要である範

囲内において、委託内容を変更することができる。また、本件施設の損傷により本契約

の継続が著しく困難である場合、委託者は直ちに本契約を解除することができるものと

する。 

４ 前項の委託内容の変更または本契約の解除により生じた費用については、委託者の負

担とする。 

 

（再委託） 

第 41 条 受託者は、本件業務の全部を一括して、第三者に請け負わせてはならない。また、

本件業務の主要業務（濃縮・脱水・焼却）を、第三者に請け負わせてはならない。 

２ 受託者は、事前に委託者の書面による承認を得て、本件業務の一部を第三者に請け負

わせることができる。委託者は合理的理由がない限り、承認を拒絶してはならない。 

 

（雑則） 

第 42 条 受託者は、本件業務の実施にあたり、別紙に示す関連法令等を遵守する。 
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別     紙 

 

 

第１ 対象施設 

第２ 業務範囲 

第３ 事業実施計画 

第４ 有資格者に関する条件 

第５ 設備の概要及び運転方法等 

第６ 調達物品の内容 

第７ 軽微な修繕等の内容 

（法定点検等の内容） 

第８ 運営管理業務 

第９ 業務日誌、月報及び年報等の記載内容 

第 10 環境計測 

第 11 引継ぎ事項 

第 12 LAN の構築 

第 13 委託費の算出方法 

第 14 改善を求める事態 

第 15 遵守すべき関連法令、条例等 
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第１ 対象施設 
委託の対象となる施設は、次のとおりである。 

１ 対象施設及び所在地 

南部汚泥資源化センター 横浜市金沢区幸浦一丁目９番地 

中部水再生センター送泥施設 横浜市中区本牧十二天１番 1 号 

南部水再生センター送泥施設 横浜市磯子区新磯子町３９番地 

磯子ポンプ場送泥施設 横浜市磯子区磯子二丁目２９番１９号 

金沢水再生センター送泥施設 横浜市金沢区幸浦一丁目１７番地 

西部水再生センター送泥施設 横浜市戸塚区東俣野町２３１番地 

栄第一水再生センター送泥施設 横浜市栄区小菅ケ谷二丁目５番１号 

栄第二水再生センター送泥施設 横浜市栄区長沼町８２番地 

各送泥設備貯留槽 

送泥管設備 上記所在地を連絡する敷設場所 

２ 処理施設の概要 

(1) 南部汚泥資源化センター 

ア 受泥設備 

（ア）受泥槽 （    840 ㎥／槽） ４槽 

  （  4,200 ㎥／槽） １槽 

（イ）し渣分離機 （    300 ㎥／時） ６台 

  ※令和 3 年～5 年度更新予定 

（ウ）脱臭設備（ろ床、活性炭）  ２基 

（エ）し渣空気搬送設備  ２基 

  ※令和 3 年～5 年度更新予定 

イ 濃縮設備 

（ア）遠心濃縮機 （    100 ㎥／時） ６台 

（イ）ベルト濃縮機 （    120 ㎥／時） ２台 

（ウ）脱臭設備（ろ床、活性炭）  １式 

  ※令和 4 年～5 年度更新予定 

（エ）薬注設備  １式 

※令和 9・10 年度遠心濃縮機２台、ベルト濃縮機へ更新予定 

ウ 消化タンク設備 

（ア）消化タンク （  6,400 ㎥／槽） ３系列（９槽） 

  ※令和 4 年～10 年度更新予定（５槽） 

エ 脱硫設備 

（ア）吸収塔・再生塔       （600Ｎ㎥／時×３）（1,000Ｎ㎥／時×１） ４系列 

（イ）脱水機（フィルタープレス）（21.4 ㎡，4.5 ㎥／時） ２台 

オ 消化ガス設備 

（ア）乾式ガスホルダー （2,000 ㎥・2.45ｋＰa） ２基 

（イ）乾式ガスホルダー （1,000 ㎥・2.25ｋＰa） １基 

（ウ）球形ガスホルダー （3,590 ㎥・0.97ＭＰa） ２基 

（エ）ガスコンプレッサー（スクリュー式）（14 ㎥／分） ３台 

  ※令和 5 年～6 年度更新予定 

（オ）消化ガス安全燃焼装置  １基 

  ※令和 5 年～6 年度更新予定 
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カ 脱水設備（消化汚泥・分離液処理汚泥） 

（ア）スクリュー式脱水機 （  40 ㎥／時） ３台 

（イ）遠心式脱水機 （  30 ㎥／時） ３台 

（ウ）分離液処理用遠心脱水機 （  40 ㎥／時） ３台 

（エ）汚泥受槽  １式 

（オ）脱臭設備（土壌、ろ床、活性炭） １式 

  ※令和 4 年～5 年度更新予定 

キ 焼却設備 

（ア）１号炉 （ 200 t／日） １基 

（イ）３号炉 （ 150 t／日） １基 

 休止中 

（ウ）下水汚泥燃料化炉 （ 150ｔ／日）…ＰＦＩ事業 １基 

（エ）４号炉（灰ｻｲﾛ含む） （ 200 t／日） １基 

（オ）脱臭設備（活性炭）  １式 

ク ガス発電・配電設備 

（ア）消化ガスエンジン （952ｋＷ） ３台 

（イ）発電機 （900ｋＷ） ３台 

（ウ）シロキサン除去装置（吸着法） ３基 

ケ 分離液貯留設備 

（ア）分離液貯留（1,800 ㎥／槽×２、1,500 ㎥／槽×１） ３槽 

（イ）返送ポンプ（中・南部下水へ） （４㎥／分） ２台 

（ウ）返送ポンプ（金沢下水へ）   （８㎥／分） ３台 

（エ）脱臭設備（ろ床、活性炭）  １式 

コ 沈砂・スクリーンかす洗浄設備 

（ア）スクリーンかす洗浄設備 （２㎥／時） ２系列 

（イ）沈砂洗浄設備 （２㎥／時） ２系列 

（ウ）洗浄排水処理設備 （４㎥／分） ２系列 

（エ）ポンプ設備  １式 

（オ）脱臭設備  １式 

サ 分離液処理設備（16,500 ㎥／日） 

（ア）ゲート設備  １式 

（イ）最初沈殿池設備  1 式４系列 

（ウ）反応タンク設備（修正 Bardenpho 法） 1 式４系列 

（エ）最終沈殿池設備   1 式４系列 

（オ）送風機設備 （単段ターボブロワ 160 ㎥/分） ３台 

（カ）脱臭設備（ろ床、活性炭）  １式 

（キ）凝集剤供給装置  １式 

シ 焼却灰搬送設備 １式 

ス 受・変電設備（特別高圧設備、変・配電設備） １式 

  ※令和 4 年～5 年度更新予定 

セ 制御・監視設備 １式 

ソ 付帯電気機械設備 １式 

タ 旧ハマレンガ製造施設及びストックヤード 

(2) 水再生センター等送泥施設 ７箇所 

ア 中部水再生センター 
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（ア）汚泥貯留槽 （316 ㎥／槽） ２槽 

（イ）送泥ポンプ （1.9 ㎥／分） ３台 

イ 南部水再生センター 

（ア）汚泥貯留槽 （278 ㎥／槽） ２槽 

（イ）送泥ポンプ （4.3 ㎥／分） ２台 

（ウ）洗浄水ポンプ （7.6 ㎥／分） １台 

ウ 磯子ポンプ場 

（ア）汚泥貯留槽  （142 ㎥／槽、113 ㎥／槽） 各１槽 

（イ）送泥ポンプ （3.9 ㎥／分） ３台 

（ウ）脱臭設備 （ろ床、活性炭） １式 

エ 金沢水再生センター 

（ア）汚泥貯留槽 （390 ㎥／槽） ４槽 

（イ）送泥ポンプ （6.4 ㎥／分） ２台 

オ 西部水再生センター 

（ア）汚泥貯留槽 （350 ㎥／槽） ２槽 

（イ）送泥ポンプ （5.8 ㎥／分、直列２台） ２組 

カ 栄第一水再生センター 

（ア）汚泥貯留槽 （1,500 ㎥／槽） １槽 

  （  690 ㎥／槽） ２槽 

（イ）送泥ポンプ （5.8 ㎥／分） ２台 

  送泥ポンプ(旧) （5.8 ㎥／分、直列２台） ２組 

（ウ）脱臭設備 （ろ床、活性炭） １式 

キ 栄第二水再生センター 

（ア）汚泥貯留槽 （412 ㎥／槽） ２槽 

（イ）送泥ポンプ （4.3 ㎥／分） ２台 

(3) 送泥管路設備 

管路名 管 径 

(㎜) 

管 長 

(㎞) 

空気弁 

(個) 

仕切弁 

(個) 

排泥弁 

(個) 

錦・磯子線(新送泥管) ２００×２

条 

７．４０ ８ １１ ６ 

錦・磯子線(旧送泥管) ２００ ５．８０ ９ ７ ２ 

新磯子・磯子線 ３００ ３．２０ １３ ４ １ 

第二新磯子・磯子線 ３００ ３．２０ ２３ ２３ １４ 

新磯子幹線 ３００×２

条 

１．８９ ８ ２ ０ 

磯子・幸浦線 ４００×２

条 

６．９８ ４８ ２２ ２２ 

磯子・金沢線 

（新送泥管） 

４００×２

条 

６．６ ２６ ３１ １０ 

東俣野・小菅ケ谷線 

（新送泥管） 

２５０ １０．４５ １２ ２０ ８ 

東俣野・小菅ケ谷線 

（旧送泥管） 

３５０ １．５６ ６ ３ ３ 

長沼・小菅ケ谷線 ３００×２ ２．３５ ８ ０ １ 
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条 

小菅ケ谷・幸浦線 

（新送泥管） 

３５０×２

条 

１２．９０ ５ １３ ６ 

小菅ケ谷・幸浦線 

（旧送泥管） 

５００ １３．７０ ５２ １５ １６ 

東俣野・幸浦線 ３５０ １９．９９ ８ １２ ５ 

調圧塔(栄第一水再生センター内) φ8.8ｍ×42ｍ １塔 

調圧塔(南部汚泥資源化センター内) φ8.4ｍ×60ｍ １塔 

ポンプ塔(南部汚泥資源化センター内) φ9ｍ×57ｍ １塔 

注 錦・磯子線・・・・・・・・中部水再生センター～磯子ポンプ場 

新磯子・磯子線・・・・・・南部水再生センター～磯子ポンプ場 

第二新磯子・磯子線・・・・南部水再生センター～磯子ポンプ場 

新磯子幹線・・・・・・南部水再生センター～磯子ポンプ場 

※令和 3 年度新設予定 

磯子・幸浦線・・・・・・・磯子ポンプ場～南部汚泥資源化センター 

磯子・金沢線・・・・・・・磯子ポンプ場～南部汚泥資源化センター 

東俣野・小菅ケ谷線・・・･ 西部水再生センター～栄第一水再生センター 

長沼・小菅ケ谷線・・・・・栄第二水再生センター～栄第一水再生センター 

小菅ケ谷・幸浦線・・・・・栄第一水再生センター～南部汚泥資源化センター 

東俣野・幸浦線・・・・・・西部水再生センター～南部汚泥資源化センター 

注 磯子・金沢線（新送泥管）は共同溝内（一部埋設） 

 

第２ 業務範囲 
受託者の行う業務範囲のうち、南部汚泥資源化センターにかかわる業務については、

委託者が行う部分を除いたすべての業務とする。委託者が行う部分は、各施設の年間運

転基本計画の策定、設備のオーバーホール・補修及び更新の計画策定から実施、下水道

法に定める下水道管理者が行うべき業務、産業廃棄物の運搬及び処分、電力の調達（電

力会社及び市資源循環局との契約等）、その他下水道管理者が行うべき管理業務である。

なお、受託者が行う業務を例示すると、以下のとおりであるが、これがすべてではない。 

１ 送泥から焼却及び分離液処理設備の処理に必要な運転操作及び監視、汚泥日常試験

分析 

２ 電気設備、機械設備、建築設備等の日常的な保守、点検及び点検によって発見され

た異常個所等について､定常状態に復帰させるために行う調整及び軽微な修繕業務 

３ 電気設備、機械設備、建築設備の機能を保つために必要な消耗品の交換及び清掃等 

４ 消耗品とは、ベルト、オイル、パッキン等通常の運転において消耗するもの又は蛍

光ランプ等で、容易に交換可能なものをいう 

５ 電気設備、機械設備、建築設備に係る故障等発生時の原因追求と一時的対応等 

６ 委託者が、施設のオーバーホール・補修及び更新の計画を策定するにあたり、必要

となる当面の補修計画などの作成 

７ 別に規定する事業実施計画書の作成 

８ 別に規定する運営管理業務 

９ 別に規定する引継事項の作成 

10 別に規定する報告の作成及び提出 



- 18 - 

 

11 別に規定する遵守すべき関係法令に基づく計測（排気ガス等） 

12 別に示す LAN の構築 

13 委託者の行う見学者対応への協力 

14 委託者の業務分析等に必要なデータの提供 

15 委託者との定期的な打合せ、安全パトロールの実施等 

16 委託者と行う地震等の各種訓練 

17 維持管理に必要な協力 

18 運転に必要なユーティリティー（薬品、燃料、水道、都市ガス、油脂、材料、備消

耗品等）の調査及び調達 

19 ユーティリティー（薬品、燃料、水道、都市ガス、油脂､材料、備消耗品、電力等）

の管理及び調整 

20 地震・台風等災害発生時の施設緊急点検の実施（送泥施設、送泥管管路を含む） 

21 設備更新にあたっては、更新前の業務は更新後も引き継ぐものとする。 

22 BCP 計画の策定 

 

第３ 事業実施計画 
事業実施計画書は、日本工業規格 A4 版により作成し、原則として A4 又は A3 用紙と

すること。事業実施計画書を構成する各諸事項の作成要領は､次のとおりとする。 

１ 実施方針 

下水道施設の重要性に鑑み、その目的を達成するための委託業務における管理思想、

業務ごとの基本方針及びその概要等について、委託業務に対する姿勢が把握できるよ

う記載すること。 

２ 人員体制 

運転管理業務を遂行する上で必要な組織及び体制について、現場組織、業務分担、

緊急時体制、その他業務の履行に要する組織・体制を、その目的と系統及び分担等が

明確に把握できるよう記載すること。 

３ 安全管理体制 

事故、災害等を未然に防止し、安全に委託業務を遂行するための安全衛生管理に係

わる作業基準、安全衛生に関する計画及び組織体制について、基準、要領、計画等を

具体的に記載すること。 

４ 点検計画 

安全で安定的に汚泥を処理するための運転計画や設備点検、分析等について、年間

を通じて各業務計画が把握できるよう記載すること。 

５ 施設管理計画 

施設を安定的に維持運営していくための運転指標や各施設の運転方法及び要点（ポ

イント）、設備点検の内容・点検頻度・点検要領、分析の内容・頻度、設備機器ごとの

点検内容・点検頻度・点検要領、物品管理の方法、要領等その他必要な事項について、

具体的に記載すること。 

６ 緊急時等への対応 

施設に事故が発生した場合その他緊急の場合の対処手順を、具体的に記載すること。

以下のような場合について、各々記載する。 

(1) 施設の事故等による汚泥・薬品の異常流出、運転停止等 

(2) その他、自然災害等の不可抗力時の対応 
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第４ 有資格者に関する条件 
本件維持管理にあたり必要な有資格者は次のとおりである。 

（有資格者は原則として正副２名以上配置する） 

番号 資  格  名 日勤者 交代勤務者（各

班） 

１ ３種下水道技術検定 ２ １ 

２ 危険物取扱者（甲種） ２  

３ ガス溶接作業者（技能講習終了） ２  

４ 電気溶接特別講習終了者 ２  

５ 酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者 ２  

６ １級ボイラ技士（ボイラ主任） １  

７ ２級ボイラ技士 ６ ２ 

８ クレーン（運転技能講習終了） ２ １ 

９ 玉掛技能講習終了者 ２  

10 特定化学物質等作業主任者 ２  

11 特別管理産業廃棄物管理責任者 １  

12 電気工事士（１種） １  

13 電気工事士（２種）（又は電験３種）  １ 

14 劇毒物取り扱い責任者 ２  

15 フォークリフト運転技能講習終了者 ２  

16 ショベルローダー等運転技能講習終

了者 

２  

17 研削砥石の取替等の業務に係る特別

教育修了者 

１  

18 普通自動車運転免許 ２ １ 

19 エネルギー管理士 １  

※ 休祭日もボイラ技士２名、クレーン（運転技能講習終了）１名、3 種技術検定１

名は確保すること。 

※ 現場責任者（総括責任者）は、3 種下水道技術検定以上の有資格者とすること。 

正副２名以上としているものについては、２名同時に不在とならないようにすること。 

※ エネルギー管理士は常駐をもとめないものとする。 

 

第５ 設備の概要及び運転方法等 
南部汚泥資源化センターの設備概要及び運転の内容、留意点を次に示す。具体的な運

転手法については、別途施設機能報告書掲載の運転マニュアルによる。 

１ 受送泥設備 

(1) 送泥設備 

南部方面６水再生センターの調整汚泥を送泥ポンプにより当センターに送泥する。 

送泥管総延長 約 100km 

送泥管口径  200～500mm 

送泥ポンプの吐出量 2.1～7.6 ㎥／分 

(2) 受泥設備 
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各水再生センターより送泥された汚泥を受け入れる設備で、汚泥は受泥槽に投入

する。 

受泥槽 4,200 ㎥×１基 

 840 ㎥×４基 

送受泥設備については、委託者と協議の上スケジュールと運転方法は決定するも

のとする。また、受泥槽は毎年度１回しゅんせつするものとする。 

２ 濃縮設備 

受泥汚泥は、受泥槽からしさ分離機を通り、その後機械濃縮設備に供給する。高分

子凝集剤を添加し、遠心濃縮機により濃縮するか、またはベルト濃縮機により濃縮し、

固形物濃度を高め減量を図る。濃縮分離液及び脱水分離液は、分離液処理設備で処理

し、金沢水再生センターで再処理する。 

遠心濃縮機 処理能力 100 ㎥/時×６基 

ベルト濃縮機 処理能力 120 ㎥/時×２基 

※令和 9・10 年度遠心濃縮機更新予定 

※ベルト濃縮機の固形物処理量は、受泥汚泥固形物量の 30％以上（履行期間を

通じた平均）とする。 

(1) 運転に当たっては、濃縮効果、汚泥供給量、凝集剤添加率等を事前に適正に設定

し、濃縮機負荷、濃縮汚泥濃度、分離液濃度等が基準値内におさまるよう適正に処

理する。 

(2) 適宜内部洗浄を行い、機器寿命延命化、分離液濃度の改善を図る。 

(3) 分離液は、分離液処理設備で処理し水再生センターへ返送しているので、水質監

視に注意する。 

(4) なお、市はベルト濃縮機の稼働を高めることで濃縮にかかるトータルコストの削

減が可能と考えており、受託者は濃縮に伴う電力消費量、薬品注入量、人的手間（作

業時間）等、市による効率性評価に必要なデータ取得・分析等に可能な範囲で協力

するものとする。 

３ 汚泥消化設備 

機械濃縮汚泥を嫌気性消化(36℃の中温消化)により有機物を分解し、安定化及び固

形物の減量化を行うものである。 

運転に当たっては、所定の消化日数(約 30 日)、温度等に留意し、最適な消化が達成

できるよう実施する。また、攪拌機の運転トラブルによる消化タンク内の発泡現象が

頻発しやすく、これに伴う汚泥流出事故に十分注意する。 

卵形消化タンク 6,400 ㎥×9 槽 

※令和 4～10 年度消化タンク設備更新予定 

４ 消化ガス脱硫設備 

消化ガス中の硫化水素を除去し、硫黄を回収する設備である。 

吸収液の SS、pH に留意し運転を行う。 

湿式脱硫装置 

平均処理量 37,855 N ㎥／日・４系列 

５ 消化ガス貯留設備 

消化タンクで発生した低圧ガスは、脱硫後低圧ガスホルダーに貯留し、ガスコンプ

レッサーにて昇圧し、中圧ガスホルダーに貯留する。 

低圧ガスホルダー 2,000 ㎥(有効容量)×２基 

低圧ガスホルダー（FIT 用） 1,000 ㎥(有効容量)×１基 

中圧ガスホルダー 3,590 ㎥(公称容積)×２基 
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ガスコンプレッサー 840Ｎ㎥／時(標準乾燥状態換算)×３台 

安全燃焼装置 100～1000Ｎ㎥／時 

※令和 5・6 年度、ガスコンプレッサー、安全燃焼装置更新予定 

(1) 運転に当たっては、低圧ドレントラップの管理に留意する。 

(2) 中圧ドレントラップの点検時はオイルに注意すること。 

６ 消化ガス発電設備 

消化ガスを使用して発電し、所内動力として利用する。運転管理基準を守ること。

シロキサンの管理にも配慮すること。 

消化ガスエンジン 952ｋW×３台 

発電機 900ｋW×３台 （内 2 台 FIT 用） 

７ 汚泥脱水設備 

消化した汚泥及び分離液処理した汚泥を脱水機により脱水し、減量を図る。脱水汚

泥は、搬送設備により焼却炉設備へ送る。 

スクリュープレス脱水機 処理能力 40 ㎥／時×３台 

遠心脱水機 処理能力 30 ㎥／時×３台 

分離液処理用遠心脱水機 処理能力 40 ㎥／時×３台 

(1) 運転に当たっては、脱水汚泥含水率、凝集剤添加率、分離液濁度、投入汚泥濃度

を考慮し、差速､薬品流量の設定を適宜行うこと。 

常に季節などによる汚泥性状変化に留意し、適合する高分子凝集剤の選定に努め

ること。 

(2) 脱水分離液はＭＡＰ（リン酸マグネシウムアンモニウム）が発生し、ポンプ配管

を閉塞する可能性があるので十分注意すること。 

８ 汚泥焼却設備 

脱水汚泥を焼却し減量化・安定化・衛生化を図るものである。 

運転は、条例の基準によるほか、運転管理基準を守ること。 

焼却炉 １号炉 循環式流動炉 200t／日 補助燃料 消化ガス 

 ３号炉 気泡式流動炉 150t／日 補助燃料 消化ガス＋都市ガス 

※休止中 

 下水汚泥燃料化施設 150t／日 補助燃料 消化ガス＋都市ガス 

※ＰＦＩ管理 

 ４号炉 気泡式流動炉 200t／日 補助燃料 消化ガス 

９ 沈砂スクリーンかす洗浄設備 

各水再生センター、ポンプ場の沈砂池で除去された沈砂、スクリーンかすを洗浄す

る設備である。 

沈砂、スクリーンかすとも最終処分可能なよう良好に処理すると共に、沈砂からは

販売可能な洗い砂を回収するよう運転管理を行う。 

沈砂洗浄設備 処理能力 2.0 ㎥／時×２基 

スクリーンかす洗浄設備 処理能力 2.0 ㎥／時×２基 

10 分離液処理設備 

濃縮設備、脱水設備の分離液等を処理する設備である。運転管理基準を守ること。 

処理後金沢水再生センターへ返流しているので水質管理に十分注意すること。 

ゲート設備 １ 式 

最初沈殿地設備 5.872 ㎥／全体（１式 4 系列） 

反応タンク設備(修正 Bardenpho 法) 40.642 ㎥／全体（１式 4 系列） 

最終沈殿池設備 10.096 ㎥／全体（１式 4 系列） 
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送風機設備  単段ターボブロワ 156 ㎥／分・台      3 台 

11 焼却灰搬送設備 

本設備は、焼却灰を建設資材等原材料として搬出するためのものである。 

12 脱臭設備 

本設備は、各汚泥処理設備より発生する臭気を脱臭するもので、受泥棟、機械濃縮

棟、脱水機棟、汚泥焼却設備、分離液貯留設備、沈砂しさ洗浄棟、分離液処理設備等

を対象としたものである。各機器の具体的な運転は、横浜市生活環境の保全に関する

条例の基準による。 

受泥棟 ろ床式、活性炭式 

機械濃縮 ろ床式、活性炭式 

脱水機棟 土壌式、ろ床式、活性炭式 

汚泥焼却設備 活性炭式 

分離液貯留設備 活性炭式 

沈砂しさ洗浄棟 活性炭式 

分離液処理設備 ろ床式、活性炭式 

13 下水汚泥燃料化事業（ＰＦＩ事業）との調整 

平成 28 年度より、下水汚泥燃料化施設が稼働している。本施設の運転管理は、ＰＦ

Ｉ事業として、株式会社バイオコール横浜南部が行う。これに伴い、脱水ケーキの搬

送、１、４号焼却炉の運転計画、消化ガスや処理水の供給など株式会社バイオコール

横浜南部と日々協議し、安定した施設運用を行うこと。 

下水汚泥燃料化施設 150t／日 補助燃料 消化ガス＋都市ガス 

 

第６ 調達物品の内容 
１ 燃料 

(1) ガソリン（送泥点検車等） 

(2) 軽油(ホイルローダ用) 

２ 薬品 

(1) 苛性ソーダ 48%（焼却設備排煙脱硫用） 

(2) 苛性ソーダ 25%（脱臭装置薬液調整､脱硫装置反応液調整用） 

(3) 高分子凝集剤（脱水設備用、機械濃縮設備用、分離液脱水設備用） 

(4) ４号硅砂（焼却設備流動媒体） 

(5) 脱酸剤、清缶剤、復水処理剤（ボイラー等） 

(6) 水処理剤（冷却水処理用） 

(7) 脱硫剤（湿式脱硫用） 

(8) 活性炭、脱硫剤（脱臭用） 

(9) ポリ硫酸第二鉄（分離液脱水設備用） 

(10)その他 

３ 水道、都市ガス 

４ 油脂 

(1) 潤滑油（各機器管理用） 

(2) グリス（各機器管理用） 

(3) その他 

５ 材料 

(1) 機器用消耗品(ろ布、Ｖベルト、フィルター、Ｏリング､ガスケット 等) 
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(2) 機器用交換部品（ローラ､軸受、シリンダー 等） 

(3) 各種鋼材類（配管､継ぎ手、ボルトナット、板材 等） 

(4) 各種電気部品（コネクタ、電極、スイッチ類、リレー、各種センサー類 等） 

(5) 小規模の機器（弁、モータ、ポンプ、減速機､ストレーナ 等） 

(6) その他 

６ 備・消耗品 

(1) 各種工具 

(2) 事務用品（帳票用紙、記憶媒体､ファイル、トナー､テープ、計量伝票 等） 

(3) 消耗品（接着剤、塗料､溶接棒、工具刃 等） 

(4) 電気器具（バッテリー、乾電池、蛍光ランプ、コード、投光器 等） 

(5) 安全用品（土嚢袋、オイルマット、ホース、はしご、鍵、オイルフェンス 等） 

(6) その他 

 

第７ 軽微な修繕等の内容 
１ 機器類のチェーン、ベルト、シール部品、軸受等の交換 

２ 配管、弁類の補修、交換、塗装等 

３ ポンプ、ファン、コンプレッサー、電動機等老朽機器の取り替え（ただし小型のも

のに限る） 

４ 架台、歩廊等の交換､塗装等 

５ 制御機器、測定機器類の部品交換､調整等 

６ 制御基板､電気部品等の取り替え 

７ 建築物、建築設備の修理 

８ 場内道路､排水管等の修理 

９ 送泥管用マンホール及び道路補修 

10 その他 

 

第８ 運営管理業務 
受託者が行う施設の運営管理業務の範囲は次のとおりである。 

送泥管保守点検業務 

各送泥設備小型演算制御装置等保守点検業務 

消化タンクエレベータ設備保守点検業務 

管理棟エレベータ設備保守点検業務 

庁舎清掃業務 

緑地管理業務 

電子計算機設備保守点検業務 

排出ガス等測定分析業務 

受泥設備等濃度計保守点検業務 

雨水側溝等清掃業務 

排ガス等測定分析業務 

レジオネラ族菌水質検査業務 

受泥設備等脱臭用活性炭再生業務 

防災設備保守点検業務 



- 24 - 

 

樹木害虫駆除業務 

排ガス測定器保守点検業務 

遮断器等電気設備保守点検業務 

継電器等電気設備保守点検業務 

焼却設備コンベヤスケール等保守点検業務 

飲料用水槽点検清掃業務 

消化ガス発電設備等排ガス測定器保守点検業務 

焼却設備ばいじん測定分析業務 

消化ガス脱硫設備吸収冷却塔点検清掃業務（性能低下時） 

トラックスケール保守点検業務 

受泥設備受泥槽しゅんせつ業務 

消化ガス発電設備シロキサン除去装置保守点検業務 

 

第９ 業務日誌、月報及び年報等の記載内容 
１ 各設備共通で該当するものは次のとおりである。 

(1) 運転日誌、日報、月報、年報 

(2) 給油報告書 

(3) 日常点検表、月点検表、年点検表 

(4) 低圧機器絶縁抵抗測定表(年１回) 

(5) 予備品リストチェック表（６か月ごと） 

(6) 薬品貯留設備点検表（毎月） 

(7) 故障報告書(随時) 

(8) 建築付帯設備点検表（隔月） 

(9) 振動計測報告書（隔月） 

(10)安全点検・防火管理表 

(11)作業予定表・実績表 

２ 上記の他、設備ごとに記載するものは次のとおりである。 

(1) 受送泥設備 

ア 送泥パイプライン点検報告書 

イ  劇･毒物点検表 

(2) 機械濃縮設備 

ア 流入弁汚泥ライン配管点検表 

イ  脱臭設備点検表（土壌、ろ床） 

ウ  機械濃縮振動計測記録 

エ  天井クレーン等定期自主点検表 

オ  濃度計点検表 

(3) ガス発電設備 

ア  ガス発電補給薬品記録 

イ  ボイラ定期自主検査記録 

ウ  ボイラ日常点検表 

(4) 消化タンク設備 

ア  消化タンク攪拌機点検記録表 

(5) 脱硫設備 
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ア  脱硫設備硫化水素等測定記録 

イ  補給薬品記録 

(6) ガス貯留設備 

ア  ドレントラップ点検表 

(7) 沈砂・スクリーンかす洗浄設備 

ア  脱臭設備点検表 

イ ホイスト式天井クレーン月例点検 

(8) 焼却１・４号炉（乾灰貯留設備を含む） 

ア  第一種圧力容器自主検査記録 

イ  ボイラ定期自主検査記録 

ウ  ボイラ日常点検表 

エ  立上げ前チェックシート及び立上げ記録 

オ  酸素・硫化水素測定記録 

カ  クレーン等定期自主点検表 

キ ボイラ水質測定記録 

ク  補給薬品記録 

ケ  危険物点検表 

コ  劇･毒物点検表 

(9) 脱水・搬送設備 

ア 酸素・硫化水素可燃性ガス測定記録 

イ  脱水機振動測定記録 

(10)分離液処理設備 

ア  各池点検（チェーン、スプロケット等）摩耗調査記録 

イ  ブロワ点検記録表 

ウ  攪拌機点検記録表 

エ  処理変更連絡票 

(11)その他 

ア  月例危険物倉庫点検表 

イ  特高受変電設備月末検針表 

ウ  避雷針・変電設備接地抵抗測定報告書（６か月ごと） 

エ  勤務予定表 

オ 防災倉庫用具類点検表  

３ 上記の内容は電子ファイルで作成し、ネットワークで委託者が随時確認できること

とします。 

 

第 10 環境計測 
対 象 頻 度 項 目 計測方法 

分離液処理施設

流入水 

２回／週 

(T-N、T-P、BOD は

１回／週) 

 

本市が行う 

ｐＨ 

ＳＳ 

ＣＯＤ 

Ｔ－Ｎ 

Ｔ－Ｐ 

他にＢＯＤ 

JISK0102(2013)12.1 

昭和 46 年環境庁告示 59 号

付表 9 

JISK0102(2013)17 

JISK0102(2013)45.2 

JISK0102(2013)46.1.1及び
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ｱﾝﾓﾆｱ性窒素 46.3.1 

JISK0102(2013)21 及 び

32.3 

JISK0102(2013)42.5 

分離液処理施設

処理水 

（金沢水再生セ

ンターへ） 

２回／週 

(T-N、T-P、BOD は

１回／週 

 

本市が行う 

ｐＨ 

ＳＳ 

ＣＯＤ 

Ｔ－Ｎ 

Ｔ－Ｐ 

他に水温、透視

度、ＢＯＤ、ｱﾝﾓﾆ

ｱ性窒素、亜硝酸

性窒素、硝酸性窒

素、 

ﾘﾝ酸ｲｵﾝ態ﾘﾝ 

JISK0102(2013)12.1 

昭和 46 年環境庁告示 

59 号付表 9 

JISK0102(2013)17 

JISK0102(2013)45.2 

JISK0102(2013)46.1.1及び

46.3.1 

JISK0102(2013)21 及 び

32.3 

JISK0102(2013)42.5 他 

分離液処理設備

水質分析 
※ 

最初沈殿地、反応

タンクの水質管

理に関わる項目

※ 

 

汚泥精密試験 本市が行う 
  

焼却炉 

消化ガス発電 

排出ガス濃度等 

６回／年 

２回／年 

ＳＯｘ 

ＮＯｘ 

Ｏ２ 

ばいじん 

塩化水素 

排ガス量 

ガス状水銀 

粒子状水銀 

JIS K 0103 

JIS K 0104 

JIS K 0301 

JIS Z 8808 

ガスクロマトログラフ 

マノメータ 

JIS K 0104 

JIS Z 8808 

焼却灰 
２回／年 

本市が行う 

埋立処分に係る

判定基準 

（総理府令第５

号他）の各項目 

昭和 49 年環境庁告示 

第 13 号 

※詳細は委託者と受託者との協議の上行う 

 

汚泥日常試験分析項目 

分析項目 頻度 計測方法 

遠心濃縮機供給汚泥 

ｐＨ 

２日／週 

JIS K 0102 (2013) 12.1 

蒸発残留物 下水試験方法 (2012) 5.1.6 

強熱減量 下水試験方法 (2012) 5.1.8 

遠心濃縮機分離液 

ｐＨ 

２日／週 

JIS K 0102 (2013) 12.1 

浮遊物質 
昭和 46 年環境庁告示 59 号付表

9 

濃縮汚泥 ｐＨ ２日／週 JIS K 0102 (2013) 12.1 
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（消化タンク投入汚泥） 蒸発残留物 下水試験方法 (2012) 5.1.6 

強熱減量 下水試験方法 (2012) 5.1.8 

消化汚泥（１０系） 

ｐＨ 

１日／週 

JIS K 0102 (2013) 12.1 

蒸発残留物 下水試験方法 (2012) 5.1.6 

強熱減量 下水試験方法 (2012) 5.1.8 

消化汚泥（２０系） 

ｐＨ 

１日／週 

JIS K 0102 (2013) 12.1 

蒸発残留物 下水試験方法 (2012) 5.1.6 

強熱減量 下水試験方法 (2012) 5.1.8 

消化汚泥（３０系） 

ｐＨ 

１日／週 

JIS K 0102 (2013) 12.1 

蒸発残留物 下水試験方法 (2012) 5.1.6 

強熱減量 下水試験方法 (2012) 5.1.8 

消化ガス（発生ガス） 

硫化水素 １日／週 

下水試験方法 (2012) 5.5.3 

消化ガス（脱硫ガス） 下水試験方法 (2012) 5.5.3 

消化ガス脱硫塔（循環液） 
ｐＨ 

１日／週 
JIS K 0102 (2013) 12.1 

アルカリ度 下水試験方法 (2012) 5.1.13 

脱水機供給汚泥（ＣＦ） 

ｐＨ 

１日／週 

JIS K 0102 (2013) 12.1 

蒸発残留物 下水試験方法 (2012) 5.1.6 

強熱減量 下水試験方法 (2012) 5.1.8 

脱水機脱水ケーキ（ＣＦ） 
蒸発残留物 

１日／週 
下水試験方法 (2012) 5.1.6 

強熱減量 下水試験方法 (2012) 5.1.8 

脱水機分離液（ＣＦ） 

ｐＨ 

１日／週 

JIS K 0102 (2013) 12.1 

浮遊物質 
昭和 46 年環境庁告示 59 号付表

9 

脱水機供給汚泥（ＳＰ） 

ｐＨ 

１日／週 

JIS K 0102 (2013) 12.1 

蒸発残留物 下水試験方法 (2012) 5.1.6 

強熱減量 下水試験方法 (2012) 5.1.8 

脱水機脱水ケーキ（ＳＰ） 
蒸発残留物 

１日／週 
下水試験方法 (2012) 5.1.6 

強熱減量 下水試験方法 (2012) 5.1.8 

脱水機分離液（ＳＰ） 

ｐＨ 

１日／週 

JIS K 0102 (2013) 12.1 

浮遊物質 
昭和 46 年環境庁告示 59 号付表

9 

脱水機供給汚泥（ＣＦ） 

（分離液処理用） 

ｐＨ 

１日／週 

JIS K 0102 (2013) 12.1 

蒸発残留物 下水試験方法 (2012) 5.1.6 

強熱減量 下水試験方法 (2012) 5.1.8 

脱水機脱水ケーキ（ＣＦ） 

（分離液処理用） 

蒸発残留物 
１日／週 

下水試験方法 (2012) 5.1.6 

強熱減量 下水試験方法 (2012) 5.1.8 

脱水機分離液（ＣＦ） 

（分離液処理用） 

ｐＨ 

１日／週 

JIS K 0102 (2013) 12.1 

浮遊物質 
昭和 46 年環境庁告示 59 号付表

9 

ＣＦ：遠心脱水機、ＳＰ：スクリュープレス脱水機 

その他運転管理に必要な水質分析 
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第 11 引継事項 
受託者は運営期間を通じて、引継ぎ事項を記載した施設機能報告書（書面及び電子情

報）を作成する。同報告書は、対象施設固有の運転管理、点検上の留意点を次の受託者

が把握できるような内容とする。以下の項目に沿って記載すること。 

１ 主要機器の仕様について 

２ 機器運転パラメータとその一般的な設定値 

３ 設備の運転に使用するユーティリィティ、燃料等のデータ実績値 

４ 主要機器の補修履歴 

５ 設備全体としての劣化状況 

６ 頻繁に起こる故障とそれに対する対処法 

７ 運転マニュアル 

８ その他必要事項 

 

第 12 ＬＡＮの構築 
情報の共有化を図るため、各設備と中央制御室各 1 台及び管理事務所 2 台をＬＡＮ

ケーブルで接続し、各設備の現況、運転マニアル、故障報告、業務日誌、月報及び年報

等の情報がデータベース化され、各所で常時把握できるようにすること。 

 

第 13 委託費の算出方法 
１ 運転管理基準の連続超過による減額 

委託者は、毎月末に行う部分完了検査の結果、以下に該当する場合は、委託費を削

減する。 

(1) 分離液処理施設処理水の水質が特記仕様書第 19 条に定める基準を１項目でも満

足していない状態が３か月連続している場合（１か月の間に計測した数値を平均化

したもので判定する）。 

当該月の委託費は、１か月分の委託費の９／１０とする。 

２ 汚泥量（本市算定方法による固形物量、以下「汚泥量」という）による調整 

委託者は、３月の部分検査においては、１年間に流入した総汚泥量を算出する。そ

の結果、第 21 条５項に定める流入汚泥予定量から 2.5％以上の差がある場合は、高分

子凝集剤及びポリ硫酸第二鉄について、３月分の委託費を以下の算式により調整する。 

(３月分の委託費)＝{委託費－(当該年度の２月までの累積委託費) }＋（高分子凝集

剤相当額＋ポリ硫酸第二鉄相当額）{汚泥量／流入汚泥予定量－１} 

３ 賃金又は物価の変動に基づく調整 

受託者は、委託契約約款第 22 条に定める賃金水準及び物価水準として委託者と合

意した指標について調査し、毎年 9 月末までに委託者に報告する。なお、賃金水準及

び物価水準が一定期間にわたり変動したと認められる場合に金額を変更することを基

本とする。 

 

第 14 改善を求める事態 
特記仕様書第 30 条第１項に定める改善を求める事態としては、以下を想定しているが、
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これに限らない。 

事象例 

 業務報告の不備 

 作業場所等の整理状況が悪い 

 提出書類を期限までに提出しない 

 各種マニュアルの改善を必要に応じて行わない 

 受託者の提案した業務提案書に記載の内容の履行が不十分 

 合理的な理由のない不具合等の放置 

 必要な分析業務が行われない 

 市が本事業とは別途に発注する委託、工事等において、関連する事項に対

し協力しない 

 南部汚泥資源化センターが主催する防災訓練等、敷地内で連携すべき事項

について協力しない 

 本事業の業務に起因する南部汚泥資源化センター内の他施設の運転停止 

 頻発する故障等に対して必要な対策等を講じない 

 電力、都市ガス、水道等に係る費用が大幅に増加した   等 

 

第 15 遵守すべき関連法令、条例等 
１ 下水道法 

２ 環境基本法 

３ 水質汚濁防止法 

４ 労働基準法 

５ 労働安全衛生法 

６ 職業安定法 

７ 労働者災害補償保険法 

８ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

９ 大気汚染防止法 

10 騒音規制法 

11 振動規制法 

12 悪臭防止法 

13 建築基準法 

14 電気事業法 

15 高圧ガス保安法 

16 ガス事業法 

17 道路交通法 

18 省エネ法 

19 消防法 

20 横浜市地球温暖化対策実行計画 

    (注)詳細は別途閲覧資料に示す 

21 その他関連法令・条例等 
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(白

)

4
0
A

 S
U

S
3
0
4

5
0
A

 S
T

P
G

3
7
0
 S

4
0

6
0
0
A

 S
T

P
Y

 (
6
t
)

2
5
0
A

 S
U

S
3
1
6
L

SUS316LSUS304(4t)

ドレン槽

4
0
A

 S
U

S
3
0
4

404403 405

50A SGP（白）

P P

40A SUS304

411

P P

20A SUS304

350A SUS304

4
0
0
A

∅700 SUS304

703

臭 気

701

304
PI TI

702

FI

TPY

400A SUS304(4t)＋保温

＋保温

307

4
0
0
A

305 306

15A SUS304

15A SUS304

400A SUS304 (4t)

407

B

※３

FIC

B

   STPG370 S40

1
0
0
A

6
5
A

 S
T

P
G

3
7
0
 S

4
0

PP

406

P

40A SUS304

606 607

P P

M

2
0
0
A

 S
G

P
（
白

）

2
5
A

 S
U

S
3
0
4

25A

SUS304

砂ろ過水槽

250A

二次処理水槽

P

100A

P P

FIFI

LI LI

砂ろ過水

二次処理水

トラックへ

605

F

1
5
A

 S
U

S
3
0
4

1
5
A

 S
U

S
3
0
4

FI

灰搬出室

搬出

苛性ソーダ25A SUS304

FIC

50A
507

506

505

灰サイロ設備へ

65A STPG370 S40

搬出

トラックへ

506

803 804 805

80A SUS304

80A

80A SUS304

計装空気

操作空気

排 水

602

250A   SUS316L

250A   SUS316L

排 水

LA

2
5
0
A

PHIC

P P P

150A SUS316L

二次処理水

砂ろ過水

∅850 SUS304  (4t)＋保温

STPG370 S40

切替ダンパ

50A STPG370 S40

32A×2 SUS304
TIPI

301

TI

PI

場外搬出

5
0
A

 S
T

P
G

 3
7
0
 S

4
0

308

450A

40A SUS304

※4

TI

×3

エアブラスター

65A STPG370 S40

400A   SUS304 (4t)

410

409-1

1
5
0
A

 S
T

P
G

3
7
0
 S

4
0

1
5
0
A

 S
T

P
G

3
7
0
 S

4
0

ス
チ

ー
ム

ス
チ

ー
ム

502

1
2
5
A

□2150×2562 SS400+耐火材

2
5
A

非常排気

PI

自立ダクト SS400+耐火材

TI

TIC

80A SUS304

二次処理水

砂ろ過水

200A SGP（白）

80A SGP（白）

408

PI

F604

2
0
0
A

 S
G

P

503

508

5-1

504504

M

WI

M

WI

850A SUS304 (4t)＋保温

白煙防止空気

TIPI

O 2CO 

700A SS400 (6t)＋保温

2

600A SUS316L  (4t)＋保温

601

250A

SUS316L

250A

150A SUS316L

（内面防食塗装）

F

603

900A

NOx

ミストセパレータ

TI

FI

TI

FI

O 2

SOx

TI

1
2
5
A

 S
G

P
(白

)

80A SUS304

M M

M M

交換熱量：約15200MJ/h

有効:2m 

No.2 灰コンベヤ

ケースコンベヤ

電 動 機

2.2kW

基    数

1

仕    様

名    称

型    式

機器番号

電 動 機

基    数

仕    様 1.5 t/h

503

型    式

機器番号

名    称

5.5kW2.2kW0.75kW×2＋0.4kW×2

2 1 2

12m /h

灰受入コンベヤ

スクリューコンベヤ

951.6MJ/h

有効：50m

504

灰ホッパ

鋼板製密閉型

3

-

1

308

フィンチューブ式

2次空気予熱器

3

505

灰加湿機

ダブルパドル式コンベヤ

10t/h（加湿灰）

506406

円筒鋼板製

1.5m

-

スチームドレンタンク

3.7kW＋0.4kW

1

1 1

-

バグフィルタ式集塵装置

507

2m /h

灰輸送機

ブロータンクバッチ式空気圧送式

3

-

1

3

処理能力：30m /min

環境集塵装置

3

508

-

1

8.5m
3

1-401

FRP製角形水槽

受水槽

円筒立型

軟水タンク

404

9.0m /h×0.7MPa

排煙処理塔・煙突

約19700Nm /h

3段スプレー塔（上部煙突設置型）

601

7.5kW

2 (1)

3

渦巻ポンプ

軟水ポンプ

405

伝熱面積：約400m10m /h×1.4MPa

1

3

2(1)

11kW

多段タービンポンプ

ボイラ給水ポンプ

407

-

1

-

1

水管ボイラ

廃熱ボイラ

408

プレート式

409-1

スチームコンデンサ No.1 灰コンベヤ

411

ユニット式

ボイラ薬注装置

0.2kW×2

100mL/min×2.0MPa

-

1

0.8MPa

1式

スチームヘッダ

410

処理ガス量：約16,275Nm /Hr

29.2kW

3

1

集塵機

セラミックフィルタ

501

1 t/hr

1

0.75kW

ケースコンベヤ

502

横型円筒形

（227340kcal/h）

3

（7kg/cm ）2

3

（14kg/cm ）2 蒸気量約7t/h

2

スクリューコンベヤ 1.0t/h 2.2kW

0.4kW

２号炉へ

6
5
A

×
4

6
5
A

×
4

※１

   STPG370 S40

3
0
0
A

200A SGP（白）

80A SGP（白）

砂ろ過水 125A SGP（白）

125A SGP（白）

80A SGP（白）

200A SGP（白）

P

排　　水

M

1
2
5
A

 S
T

P
G

FIC

都市ガス

2号炉より

×4

M

ガス抜き装置

409-2

409-2

交換熱量：約763MJ/h

-

1

プレート式

スチームコンデンサ

5
0
A

 S
G

P
（
白

）

1次空気予熱器

フィンチューブ式

640.7MJ/h

-

1基    数

型    式

仕    様

電 動 機

307

3

1 （既設）

-

310m

乾燥機用：

一軸ネジ式ポンプ

15kW, 7.5kW11kW×2

35m （上部ホッパ）

角槽下部スクリュー排出式

1

3

有効：10m

角槽下部スクリュー排出式（4軸）

4 1

3

2.2kW

汚泥ピット

機器番号

名    称

001

ケーキポンプ

101

ケーキ定量フィーダ

102 103

-

スプレー塔

処理ガス量：約10200Nm /h

蒸気式間接加熱式

伝熱面積：180m

37kW×2, 0.4kW×2

バケット付天井クレーン

バケット容量：1m

40kW

1

3

2

ケースコンベヤ

4.0t/hr

2

1

3.7kW

140m /min×5.0kPa

プレートファン

1

3

1

3

30kW

流動床式

200t/d

1

-
2.2kW

5.5t/h

ダブルスクリュー式ダブルスクリュー式

1

203

コンデンサ

104

バケットクレーン

201-1, 201-2

No.11，No.12 乾燥機 乾燥ケーキコンベヤ

202

コンデンサ排気ファン

204

汚泥焼却炉

301 302

ケーキ投入機

150m /min×12kPa

1 式（4本）

砂中ガン

約14000MJ/h

砂中ガン

約20000MJ/h

砂上バーナ砂上バーナ

1

- -
90kW

100m /min×32kPa

多段ターボブロワ

3

1

単段ターボブロワ

1

3

55kW

2次流動ブロワ

304

助燃ガン始動用バーナ

303

1次流動ブロワ

305 306

し渣ホッパ
-

焼却炉用： 4.0TON/hx1.6MPa

4.0TON/h

（16kg/cm ）2 （公称） （510mmAq）温度40℃ （Max7.5t/h） 温度20℃ 温度20℃ （153068kcal/h）

310m /min×3.0kPa 12.4m /min×0.69MPa

ケースコンベヤ

砂循環コンベヤ

電 動 機

1基    数

2.2kW

703

仕    様

名    称

型    式

機器番号

1

704

砂ホッパ

ロータリーバルブ 3t 0.4kW

鋼鉄製密閉型

602

渦巻ポンプ

循環ポンプ

2.3m /min×0.3MPa

3

22kW

2 1

空気圧縮機

75kW

パッケージ型

3

803

空気タンク

立形円筒

-

3
7 m

804

1

冷凍式

13m /min×0.69MPa

除湿器

3.0kW

3

805

3

30kW110kW

1 1

-

1

1997.6MJ/h310m /min×11.0kPa

誘引ファン

プレートファン（ラジアルファン）

3

603

白煙防止予熱器

フィンチューブ式

604 605

白煙防止ファン

単段ターボブロワ

3

3.7kW2.2kWヒーター：10kW

21 1

607

片吸込式渦巻ポンプ

3m /h×0.2MPa

苛性ソーダ供給ポンプ苛性ソーダタンク

3
有効：25m

立型円筒槽

606

3

常用：1 t/h

砂搬出コンベヤ

スクリューコンベヤ（水冷ジャケット付）

701

1.5kW

1

砂ふるい

振動式（円筒立型）

702

（3kg/cm ）3 （71000mmAq）温度40℃ （447210kcal/h） （300mmAq）温度20℃ （2kg/cm ）2
常用：1 t/h 1 t/h 有効：8 m

3

（7kg/cm ）2 （7kg/cm ）2

1

水中ノンロック式

汚水ピット排水ポンプ

3.7kW

6-806

1

自動洗浄式ストレーナ

自動洗浄ストレーナ

0.1kW

7-807

1

片吸込渦巻ポンプ

11kW

5-808

1

FRP製ターボファン

脱臭ファン

15kW

14-901

1

活性炭吸着塔

-

13-903

1

FRP製ターボファン

臭気中継ファン

11kW

15-904

1

水平流式慣性衝突式

ミストセパレータ

ー

17-905

1

乾式エアフィルタ

-

16-906

1

電動仕切弁

コンデンサ給水弁

0.75kW

8-MV38

1

電動仕切弁

排煙処理塔給水弁

0.75kW

10-MV39

1

電動仕切弁

スチームコンデンサ用給水弁

0.75kW

9-MV45

1

電動バタフライ弁

砂ろ過水給水弁

-

12-MV63

1

電動バタフライ弁

二次処理水給水弁

-

11-MV64

M 8-MV38

3,4号炉より

9-MV45

M 10-MV39

M 12-MV63M 11-MV64

F

70m /サイクル（再生時間2hr）

-

1

3

403

全自動方式

硬水軟化装置

0.12m /minx23mH

1.5kW

2（1）

3

2-402

ラインポンプ

上水加圧ポンプ

5-808

4-8023-801

7-807

16-906

25A

SUS304

15-904

2-402

1-40117-90514-90113-903

2

片吸込渦巻ポンプ

3.6m /minx37mH

処理水ポンプ

37kW

3-801

2

圧力タンク式自動給水装置

砂ろ過水ユニット

3.7kW x 2

4-802

3

圧力タンク式

0.25m /minx0.392MPa
3

0.25m /min×15mH3

0.25m /min
3

給水ポンプ
スチームコンデンサ用

1.7m /min x 19mH
3

150m /min x 2.6kPa
3

150m /min（処理風量）
3

カートリッジ式吸着塔

鋼板製角型

150m /min x 2.1kPa
3

150m /min（処理風量）
3

（ミストセパレータ内蔵型）
カートリッジ式

250m /min（処理風量）
3 125A 125A 125A 250A 250A

１号焼却設備フローシート



南部汚泥資源化センタ－包括的管理委託

横浜市環境創造局南部下水道センター

図　名

委託名

縮尺

図番 ６／９

４号焼却設備フローシート

機器番号

機器名称

機器番号

機器名称

機器番号

機器名称

機器名称

機器番号

1-1 1-2 1-3 1-4 2-1 2-2 2-3 2-4 2-5

8-4 8-58-38-28-17-57-47-3

5-7 5-8 5-9 5-10 6-26-15-125-115-6

3-8 3-9 4-1 4-2 4-3 4-4 4-5 4-63-7

7-4

7-5

2-3

2-7

2-6

トラック搬出

2-1

2-2

2-1

2-2

1-1

1-3

1-4

トラックより

排水

第1脱水機棟より

第2脱水機棟より

焼却炉投入用×2

乾燥機投入用×2

※

1

※

2

※

2

※

2

リ
タ

ー
ン

リ
タ

ー
ン

2-5

2-4

ミニセパレータ

排水槽へ

ガスガンへ

3-9

※

1

リターン
3-1

×2

3-7

3-2

3-8

消
化

ガ
ス

消化ガス

砂搬出ゲート7-1

7-3

7-2

3-6

3-5
3-4

臭気

消
化

ガ
ス

3-3

砂
ろ

過

水

焼却炉へ スチームヘッダー

4-9

5-3

5-1 5-2

5-5

5-6

5-4
5-12

5-7

5-8 5-8

5-9 5-9

5-10

5-11
焼却灰搬出設備

灰サイロへ

6-2

6-1

※

5

6-4

6-3

6-5

ミスト

セパレータ

6-6循環槽

9-19-49-3 9-2

各所臭気

流動ブロワへ 大気放出

計装空気上水

廃熱ボイラへ

薬注装置
4-1

4-2 4-3 4-4

4-5 4-7
4-8

8-3 8-4 8-5

4-6

ろ過水槽 二次処理水槽 排水槽

金沢水再生センターへ送水

6-7

8-2 8-1 8-6

6-8

定量フィーダ ケーキ圧送ポンプ ケーキ投入クレーン

シールブロワ助燃ガン点火ガン

№44　灰コンベヤ

砂抜コンベヤ

灰分配コンベヤ

硅砂ホッパ

灰ホッパ

硅砂コンベヤ

ピット排水ポンプ

上水受水槽

灰加湿器

二次処理水供給ポンプ

乾燥機

上水加圧ポンプ

灰受入コンベヤ

砂ろ過水供給ポンプ

乾燥ケーキ排出機

硬水軟化装置

灰輸送機

空気圧縮機

乾燥ケーキ集合コンベヤ

軟水タンク

環境集塵装置

空気槽

コンデンサ

軟水ポンプ

白煙防止予熱器

除湿器

コンデンサ排気ファン

スチームドレーンタンク

白煙防止ファン

排水ポンプ

8-6

乾燥ケーキホッパ

2-6

ボイラ給水ポンプ

4-7

給水冷却塔

6-3

脱臭ファン

9-1

乾燥ケーキ計量コンベヤ

2-7

ボイラ薬注装置

4-8

給水冷却塔循環ポンプ

6-4

活性炭吸着塔

9-2

ケーキ投入機

3-1

廃熱ボイラ

4-9

誘引ファン

6-5

ミストセパレータ

9-3

焼却炉

3-2

冷却塔

5-1

煙突

6-6

エアーフィルタ

9-4

始動用バーナ

3-3

バグフィルタ集塵装置

5-2

苛性ソーダタンク

6-7

流動ブロア

3-4

バーナブロワ

3-5

流動空気予熱器

3-6

№41　灰コンベヤ

5-3

苛性ソーダーポンプ

6-8

№42　灰コンベヤ

5-4

砂冷却コンベヤ

7-1

№43　灰コンベヤ

5-5

振動ふるい

7-2

ケーキリターン弁より

点検用ホイスト

1-2

WIAM

M

M M

M

M

M M

M

M

FIC

FRQA

FIA PICA

FRQA

TIA

PICA

FIC

TIA

FIA

FIC

M

M

M

Mφ
6
5
0
 S

U
S
3
0
4
  
t
=
4

300A SUS304TP sch5s

S

3
0
0
A

 S
U

S
3
0
4
T

P
 s

c
h
5
s S

φ400 SUS304 t=4

S
D

250A SUS304TP sch5s

φ
4
0
0
 S

U
S
3
0
4
  

t
=
4

TI

FIA

φ400 SUS304 t=4

M

w
t

φ
5
5
0
 S

U
S
3
0
4
  

t
=
4

WRCO

WIA

WIA

WRCO

M

S
L

非常

排気ダンパ

PICA

TICA

TIAPIA
×6

φ550

FICA

φ550

φ550 SUS304 t=4

FIAR

350A SGP

TIA

PICA

LICA PICA

FIC

TIA

Gi

φ1200/φ1700 φ800 SUS304 t=4

φ550 SUS304 t=4

φ800

φ800

WIA WIA

S
D

S
D

W
t

SD

Wt Wt

SD

Wt

Wt

W

W
t

W

M

M

F10

F10

φ800 SUS304 t=4

TR

FIC

φ750 STPY400  t=6.4

TI

φ850 STPY400  t=6.4

O 1

CO1

2

G
i

TIA

TI

TIA

FIA

FI

PI

PMIC

φ600 SUS316L t=4

M

M M

M M

Wt

Wt

W
t

W
t

φ600 SUS316L t=4

　(内面防食塗装）

TI

SO 12

O 12

NO 12

FIC

Cc

Cc

タンクローリーより
LIALIA

M

S

M

LIALIA

F10

SS

S

LIA



南部汚泥資源化センタ－包括的管理委託

横浜市環境創造局南部下水道センター

図　名

委託名

縮尺

図番 ７／９

沈砂・スクリーンかす洗浄施設フローシート



南部汚泥資源化センタ－包括的管理委託

横浜市環境創造局南部下水道センター

図　名

委託名

縮尺

図番 ８／９

分離液処理施設フローシート



南部汚泥資源化センタ－包括的管理委託

横浜市環境創造局南部下水道センター

図　名

委託名

縮尺

図番 ９／９

分離液処理施設フローシート
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